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研究要旨 

 

健康増進施設、特に本稿では、指定運動療法施設が十分に機能していくために、医療費控除シス

テム改善に向けたポイントを整理し、改善案を提案することを目的とした。 
医療費控除の手続き自体が簡略化されてきている流れの中、指定運動療法施設における医療費控

除のフローを簡略化すること、指定運動療法施設における医療費控除についての周知を促進するこ

と、指定運動療法施設自体を増加させることが相互に効果を発揮し、短期的なメリットおよび、長

期的には対象者のウェルビーイングの向上・健康寿命の延伸、医療費軽減が期待できる。 
指定運動療法施設における医療費控除のフローの簡略化については、かかりつけ医が日本医師会

認定健康スポーツ医である場合とそうでない場合にわけて、メディカルクリアランスの考えに則り、

提案した。   
ターゲットとセッティングについて、就労世代においては（被扶養者を含め）職域での健康診査

をきっかけとした保険者や雇用者からのアプローチが、リタイア後の高齢者（特に後期高齢者）で

は地域において、地域包括ケアシステムを視野に入れたかかりつけ医からのアプローチが有効と思

われた。上記推進するとともに、並行して、実際の効果を経年的に検証していく必要がある。 
 

Ａ．研究目的 
健康増進施設とは、厚生労働省が国民の健康

づくりを推進する上で適切な内容の施設を認

定しその普及を図るため健康増進施設認定規

程（1988 年）に基づいて大臣認定を行っている

施設である。運動型健康増進施設、温泉利用型

健康増進施設、温泉利用プログラム型健康増進

施設の 3 類型の健康増進施設がある。また、運

動型健康増進施設及び温泉利用型健康増進施

設の内、一定の条件を満たす施設を指定運動療

法施設として指定している。 
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運動型健康増進施設は 2019 年 5 月 4 日現在

全国で 352 施設、そのうち指定運動療法施設が

223、温泉型指定運動療法施設が 3 施設である

（公益財団法人日本健康スポーツ連盟 HP より、

2019 年 5 月 4 日アクセス）。 
運動型健康増進施設の要件としては、以下の

1 から 6 が挙げられている。 
1. 有酸素運動及び筋⼒強化運動等の補強運動

が安全に⾏える設備の配置（トレーニングジ

ム、運動フロア、プールの全部⼜は⼀部と付

帯設備） 
2. 体⼒測定、運動プログラム提供及び応急処置

のための設備の配置 
3. ⽣活指導を⾏うための設備を備えているこ

と 
4. 健康運動指導⼠及びその他運動指導者等の

配置 
5. 医療機関と適切な提携関係を有しているこ

と 
6. 継続的利⽤者に対する指導を適切に⾏って

いること（健康状態の把握・体⼒測定運動プ

ログラム）。 
 

指定運動療法施設は、厚生労働大臣認定健康

増進施設のうち、一定の要件を満たす施設につ

いて、厚生労働省が運動療法を行うに適した施

設として指定したものである。この指定を受け

た施設では、医師の指示に基づく運動療法を実

施する際に必要となる利用料金について、所得

税法第 73 条が規定する医療費控除の対象とす

ることができる。指定運動療法施設の主な認定

基準は以下の１から４のとおりである。 
1. 厚生労働大臣認定健康増進施設であること 
2. 健康運動実践指導者の配置 
3. 運動療法の実施にかかる料金体系を設定し

てあること（１回当たり 5，000 円以内） 
4. 対象疾患としては、高血圧、高脂血症、糖尿

病、虚血性心疾患等でその病態から運動療法

を行うことが適当であると医師が判断した

疾病となっている（厚生省保健医療局長通知

平成 18 年 7 月 26 日）。 
 

健康増進施設認定を受けたのち、指定運動療

法施設に認定されると、運動処方を受けた利用

者は、一定のプロセスののち確定申告の際に申

請すれば、医療費控除のメリットが得られるこ

とになる。しかしながら、現在その運用は必ず

しも容易ではなく（後述）、医療費控除制度は、

利用者・運動施設・医療施設の三者にとって大

きなメリットと必ずしもなっていない。 
健康増進施設、特に本稿では、指定運動療法

施設が十分に機能していくために、医療費控除

システム改善に向けたポイントを整理し、改善

案を提案することを目的とした。 
 
 

Ｂ．研究方法 
１）まず、運動処方に関連した国際的な動向と

して、アメリカスポーツ医学会（ACSM）の運

動前健康チェックの考え方、それに伴うメディ

カルクリアランス、セルフチェックや日常診療

における身体活動量の把握の推奨について、サ

マライズした。 
 
２） 2017 年度研究班で行った健康増進施設へ

の質問紙調査の結果から、運動処方を扱ってい

る施設の状況をまとめた。指定運動療法施設で、

医療費控除の仕組みを運用する際、健康スポー

ツ医のいる連携医療施設が必要となる。医療法

人の付帯施設として認められた医療法第 42 条

に定められた疾病予防型運動施設(通称 42 条施

設)や、その他の医療施設併設型の場合は、自施

設あるいは隣接しているため連携は取りやす

いと考えられる。指定運動療法施設の中には、

併設型でない施設も散見しているため、その場

合、良好な運用が可能であるのか、課題は何か、

検討するため、医療施設併設型ではなく、周囲



24 

 

の医療施設と連携して運動処方を扱っている

ところをピックアップし、その特徴や状況を追

加ヒアリングした。 
 
３）運動療法の一環として、指定運動療法施設

の利用料の医療費控除について、現在の申請法

をふまえた改善策を提案する。 
 
４）指定運動療法施設の位置づけをふまえ、日

本の医療制度・健康政策の中で、指定運動療法

施設が機能していくために、指定運動療法施設

の医療費控除制度が一助となるために必要な、

制度の周知や普及とその意義について、特に重

要と思われるものについて述べる。 

C.結果 
１）運動開始前の健康チェックの考え方 

ACSM の Guidelines for Exercise Testing 
and Prescriptionが 2017年アップデートされ、

第 10 版が出版され(1)運動開始前の健康スクリ

ーニングの記載が大きく変化した(2)。 
運動開始前の健康スクリーニングは、運動時

（運動直後も含む）の突然死や急性心筋梗塞の

高リスク者を見極めるために運動開始前に行

うプロセスである。従来①心血管疾患の危険因

子の保有数、②症状や症候の有無、既存の心血

管疾患・代謝性疾患・腎疾患・呼吸器疾患の有

無による層別化に基づいていた。しかし、必ず

しも運動中・直後の突然死や急性心筋梗塞リス
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クを予測しないこと、擬陽性が多く精査のため

の医療費がかさむこと、人々の運動開始の障壁

を大きくしていること、など従来法のネガティ

ブな側面を考慮し、変更したものである。確か

に、急激に行う高強度の運動時には、安静時に

比し非致死的心筋梗塞・突然死の危険度は 6 倍

(3)、17 倍(4)に増大する。しかしながら絶対危

険度は極めて低く、例えば、前向きコホート研

究の結果によると、突然死の発生頻度は、男性

で高強度運動 150 万回に 1 回（Physicians’ 
Health Study、(4)）、女性では中高強度運動

3650 万時間に１回（Nurses’ Health Study、
(5)）ということである。また、運動関連心血管

疾患イベントには通常前駆症状・症候がある(6)。
それを見逃さないことが重要である。一方、普

段の身体活動量と高強度の運動中ないし運動

直後の突然死・心筋梗塞の発症についてはほぼ

すべての研究で負の相関が認められている。普

段から身体活動量アップを図ることが重要で

ある。 
心血管危険因子については、保有率が非常に

高い一方、運動中ないし運動直後の突然死・心

筋梗塞の発症はごく稀であるため、予測能は低

いと考えられる。また、心血管危険因子による

層別化スクリーニングの方法は保守的であり、

擬陽性を多く生んでいる。男性および 40 歳以

上の女性の 95％が運動開始前の受診勧奨の対

象になるという報告もある(7)。 
新しい運動開始前の健康スクリーニングで

は、これらの状況をふまえ、次の①～③の因子

に基づいて行うこととなった。すなわち、①現

在の運動（身体活動）実施状況、②現在の症状

や症候、既存の心血管疾患・糖尿病・腎疾患の

状況、③望ましい身体活動強度（開始する運動

の強度を無理のない範囲に設定すること）の 3
点である。図１にスクリーニングアルゴリズム

を示した。 

 日常生活レベルの強度の運動・身体活動実施

においては、特別な健康チェックは不要である

こと、さらに強度の高い運動に新たに参加する

際には、対象者の状況に応じてチェックが必要

なことなどを示した。まず、現在の運動・身体

活動実施状況を確認するところから始まり、現

在の疾患（心血管疾患、糖尿病、腎疾患）の状

況や症状・徴候の状況により、メディカルクリ

アランス(＊後述)が必要かどうか判断していく

ことになる。お勧めする身体活動は、現在定期

的な運動を行っていない場合は、低から中強度

から始めること。行っている場合は、さらに高

強度を希望するのか否かでメディカルクリア

ランスの必要性は変化する。入口で現在の身体

活動状況を確認すること、出口でこれから行う

身体活動を調整することにより、現実的に単純

化され、運動の専門職・医療従事者双方にわか

りやすくなった。開始する運動強度を無理なく

設定することで、多くの場合、運動負荷試験や

特別なメディカルチェックを要せずに運動を

開始することができる。 
 
＊【メディカルクリアランス】 

従来、運動開始前に医学的な検査を行うこと

をメディカルチェックと呼んでいた。運動の負

荷をかけたときに有害事象が起きないかどう

かを予め確認するといったニュアンスがあっ

た。今回の改定では、運動開始に当たっての医

療従事者側による健康状況の確認、という意味

で、メディカルクリアランスという言葉を用い

ている。対象者の健康状況や行う運動の強度に

応じて、必ずしも運動負荷試験等の新たな検査

を要せず、病歴や徴候・症状を確認し、現状で

何ができるかアドバイスする(2)。この際も図 1
のフローが重要となる。 
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【セルフチェック PAR-Q+】   
運動開始前のセルフチェックに頻用される

Physical Activity Readiness Questionnare 
(PAR-Q) も改訂されている(1, 8, 9)。PAR-Q は、

症状や危険因子、監視下運動の必要性、その他

の特別な問題をチェックし、事前に医学的相談

が必要かどうか自己判断するものである(10)。
セルフチェックツールではあるが、運動実施前

の確認には日本でもよく用いられている。「健

康づくりのための身体活動基準 2013」（P55）
(11) にも参照されており、特定保健指導の際等

にも広く活用されている。PAR-Q はシンプルな

7 問の質問から成り、わかりやすいが、一つで

も〇がつくと、運動開始前にかかりつけ医に相

談するなどの医学的確認が必要となり、運動参

加への敷居が高くなる。また、エビデンスに基

づいた選別では必ずしもなかった。そこで、有

疾病者も含め徹底レビューし、PAR-Q+が作成

された。従来通り、入り口はシンプルな質問で、

1 つでも〇が付いた場合、さらに質問を追加す

ることで、状況に応じた対処がよりルーチン化

し、必要な情報を得たうえで、セルフチェック

で判断できる部分が拡大している。また、元の

PAR-Qでは対象年齢は16－65歳までと制限さ

れていたが、これはエビデンスに基づくもので

はなく、レビューの結果、積極的に年齢制限を

設けるエビデンスはない、と判断している(12)。
PAR-Q+については、エビデンスの蓄積に伴い、

更新されるべきであり、毎年有識者で検討会が

行われ、5 年ごとにはレビューの更新作業が行

われている。 
 

【日常診療や健康診断で身体活動量を把握する】 

ACSMでは、Exercise is Medicine®の枠組み

の中、Physical Activity is a Vital Sign (PAVS)
として、身体活動量の把握を、日常診療の中で、

把握することを広く医師にすすめている。電子

カルテに記入欄を作っておけば、診療科を問わ

ず、入力することが容易となる。実際、PAVSを
取り入れた際の効果も示されている(13)。本研

究 班 の 成 果 の 一 部 と し て 、 Exercise is 
Medicine®の「Health Care Providers’ Action 
Guide」を「医療提供者向けアクションガイド」

として日本語訳を作成した。ガイドの冒頭に記

載されているのは、「最初の一歩として医師自

身が、何より自分の健康管理を確立し、「手本」

となること」である。医師の運動習慣が診療時

のカウンセリングに影響を与えるともいわれ

ている(14)。医療提供者チームの手本となり、

患者からの信頼を得るために、医師自身が「身

体活動は大事である」というメッセージを示し、

実例となることがまず推奨される。次に、患者

の身体活動レベルを評価する（前述）。ハード

ルを上げずに、可能な支援・推進を行っていく

点など、現状に応じた活用が可能であろう。（米

国の身体活動ガイドラインの2018年アップデ

ート(15)を反映し、アクションガイドも更新さ

れた。今後日本語訳も更新していく予定であ

る）。 
日本では、特定健康診査において、標準的な

質問に、以下の 3 項目がある。 
① １日 30 分以上の軽く汗をかく運動を、

週2日以上、1年以上実施していますか。 
② 日常生活において、歩行または同等の身

体活動を 1 日 1 時間以上実施しています

か。 
③ ほぼ同じ年齢の同性の人と比較して歩く

速度が速いですか。 
またこのうち①については、国民健康栄養調

査でも毎年質問しており、汎用性の高い項目と

いえる。臨床の場などでは、より定量的にきく

ことで、評価の幅が拡大する。 
これらの動きを受けて、「脳心血管病予防に

関する包括的リスク管理チャート 2019 年版」

にも現在の身体活動量・強度および運動習慣の

有無について確認することを強調している(16)。 
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また、健康診査時の問診に加え簡単な体力指

標（例えば、握力、30 秒椅子立ち上がりなど）

を測定し、許容運動強度（おすすめ身体活動強

度）を示すことができれば、定期的な健診時に

状況評価ができているため、運動開始の際に改

めて健康チェックをする必要は少なくなる。健

康診査自体が運動開始のきっかけにもなるだ

ろう。健康診査とリンクした「指定運動療法施

設の医療費控除制度運用の改善」についての提

案は 4）で述べる。 

 

２）医療費控除制度活用状況について（2017 年

度健康増進施設への質問紙調査およびヒアリ

ングより） 
2017 年度研究班で実施した運動型健康増進

施設の現状把握調査（有効発送数 332 施設、有

効回収数 183 施設）では、指定運動療法施設認

定も取っているものが 116 施設（有効回収施設

の 63％）であった。医療機関併設型として、医

療法第 42 条施設（疾病予防運動施設）が 48 施

設、42 条施設ではないものが 15 施設、計 63 施

設であった。また、公営施設が 31、民間施設が

66 施設であった。 
指定運動療法施設に運動療法利用者（医療費

控除対象者）について質問したところ、内科系

疾患による利用者が、中央値で月 10 名、整形

外科系が 5 名であった。運動療法利用が月 50
件以上あると回答した施設は 21 施設であり、

そのうち、42 条施設が 9 施設であった。一方で

ほとんどないとの回答が 33 施設、月 10 人未満

が31施設と、指定運動療法施設でありながら、

医療費控除を活用していない施設が大半であ

った。回答のあった運動施設全体として、近隣

医療機関にこの制度を周知したり、連携してい

るところは稀であった。月 50 名以上の利用者

が医療費控除を活用していると回答のあった

施設のうち、医療施設隣接型でない施設につい

て、実際どのように医療施設と連携がとられて

いるのか、今後の提案の参考に、指定運動療法

施設の認定機関である日本スポーツ推進機構

職員へのヒアリングをふまえ、2 施設を選定し、

ヒアリングした。1 施設では、地域に根差した

スポーツクラブとその提携医療機関の医師で

ある健康スポーツ医を中心とし、ほかの医療機

関との連携を呼びかけた。運動処方箋の作成支

援を提携医療機関が全面的に行い、利用してい

く仕組みを考えたが、プロセスの手間がある割

に、文書作成費をもらいにくい（もらうと医療

費控除分のメリットが減少、提携医療機関では

無償で作成）といった難点があり、周囲との連

携にいたらなかった、ということである。周辺

医療機関においては、運動処方箋となるとハー

ドルが高い割には、それに見合う報酬が得られ

るとはいえず、提携医療機関と指定運動療法施

設との間では、隣接型ではないものの、医療費

控除制度が機能していたが、近隣の医療施設も

含めての連携には至らなかった。1）で概説した

ように、メディカルチェックや運動処方の考え

方が変わってきていることを踏まえ、かかりつ

け医として行えることのハードルを下げ、より

多くの人に身体活動推進が図る方法が必要と

考えた。 
もう一方の施設では、地域に先行する健康増

進施設を参照し、手探りながら、周辺医療機関

との連携を図っていた。近隣の病院の糖尿病教

育システムと連携したコースを試行しており、

今後かかりつけ医との連携も含め、国が進める

生活習慣病重症化予防の対策の一助ともなる

医療連携の可能性が期待できると考えた。 
2017 年度の施設調査および、ヒアリングを踏

まえ、個々の施設に任せるのではなく、制度施

行側が、連携のメリットを示し、制度として各

方面により一層周知し、連携の仕組みを機能さ

せていく必要があることを再認識した。 
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  ３）指定運動療法施設の医療費控除申請手続

きについて－改善策の提案－ 
図２は、現行の指定運動療法施設における医

療費控除申請プロセスをまとめたものである。 
順に、患者（運動療法を受ける者）がかかり

つけ医を受診（1）、かかりつけ医が処方箋を作

成・交付（2）、それを患者が指定運動療法施設

に持参（3）、指定運動療法施設で、提携医療機

関（日本医師会認定健康スポーツ医）と適宜相

談しながら運動メニューを作成（4,5）・実施（週

1 回以上連続 8 回以上）していくことになる。

確定申告時には、運動療法実施報告書および運

動療法実施証明書を作成したものを提携医療

機関が確認（6）、患者がかかりつけ医に示し（あ

るいは直接かかりつけ医に送付）（7）、かかり

つけ医が確認署名捺印したもの（8）を利用料金

領収書とともに、税務署に確定申告する（9）。 

２）で実状について述べたように、運動療法

の質の担保は必要だが、プロセスが煩雑で、患

者（運動実施者）も運動施設も医師も大変な手

間である。このプロセスを簡便化する方法とし

て、以下の 2つのフローを提案する。すなわち、

かかりつけ医があまり運動療法に詳しくない

場合（健康スポーツ医でない場合、図３）と一

定以上詳しい場合（健康スポーツ医の場合, 図
４）である。 

 
【かかりつけ医が健康スポーツ医でない場合】 
まず、１）で述べたように、普段から、日常

診療や健康診断で身体活動量を把握すること

を、医師全般に励行する。そのうえで受診時（1）
にかかりつけ医は運動実施が有効と考えられ    
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図 3 指定運動療法施設における運動療法に係る医療費控除手続きのフロー 

（かかりつけ医が健康スポーツ医でない場合）  
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る患者に運動関連医療情報をお渡しする（2、こ
の場合患者からの希望による場合と、医師から

積極的にすすめる場合と両方が想定される）。

運動関連医療情報提供の際のフォーマットの

例として、１）を踏まえ、図５を提案する。こ

れを患者が指定運動療法施設に持参し（3）、運

動プログラムが作成されることになる。かかり

つけ医からの情報提供をもとに、具体的な運動

プログラムは、運動施設の方で作成することに

なるが、その際に、提携医療機関に確認し（4）、

図５運動処方に必要なかかりつけ医からの運動関連医療情報提供項目 
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運動処方箋は提携医療機関が作成・交付（5）、

その運動処方箋に基づき（6）、プログラムを作

成・実施（7,8）していくことになる。 
運動処方箋は、患者の疾病の状況や準備状況、

行いたい希望もあわせ、例えば、図６を提案す

る。作成にあたっては、図１のフローチャート

の考え方が有用である。 
運動療法にあまり詳しくないかかりつけ医

にとっては、運動処方箋を作成することがハー

ドルが高いため、運動開始時に必要な医療情報

の提供にとどめ、運動処方箋自体は、指定運動

療法施設の提携医療施設の医師(健康スポーツ

医)の方で行う形とした。患者にとっては通院・

通所は継続的に行うことになるので、かかりつ

け医への通院、運動療法施設に行った際の提携

医療施設での相談とあわせて月１回の受診を

確保する形として提案した。そうすることで、

かかりつけ医も状況を把握しながら、運動療法

を進めることが可能である。 
図 3,4 に示したように、情報の行き来のプロ

セスを考えると、健康手帳・健康アプリといっ

たもので、一元管理し、患者が各施設利用時に

携帯持参するとわかりやすい。 Personal 
Health Record (PHR)の一貫として、考えてい

くことを提案する。そうすることで、改めて医

療費控除申請用の書類の作成は不要とするこ

とができれば、プロセスはより容易となる。電

子化がすぐには無理であっても、健康運動手帳

（仮称）として、かかりつけ医の受診記録、投

薬状況、疾病のコントロール状況をかかりつけ

医が記す（通院時）、運動プログラムも同じ手

帳上に記載する、運動施設通所時には運動の記

録を同じ手帳に記入する、日々の体重・血圧・

自己測定血糖・歩数等も記録する、かかりつけ

医・運動施設・健康スポーツ医は各々受診・通

院・相談時に印を押すなど、実績を記録するよ

うにする。領収書は別途作成する必要があるが、

この手帳があれば、運動療法実施証明書を改め

て作成することは不要とすることを提案した

い。 
 
【かかりつけ医が健康スポーツ医である場合】 

かかりつけ医が健康スポーツ医である場合、

さらにフローはシンプルになる（図４）。すな

わち、受診（1）後、かかりつけ医の方で、運動

関連医療情報の提供だけでなく運動処方箋を

作成する（2）、その運動処方箋を患者が運動療

法施設に持参し（3）、運動プログラムが作成さ

れ、運動が実施されていくことになる（4,5）。

図４の提携医療機関の担当医への相談のプロ

セスは必要に応じて行う程度でいいだろう。実

際、かかりつけ医が提携医療機関の担当医の場

合は、図 4 左上の「かかりつけ医」と右下の「提

携医療機関の担当医」は同一となる。健康スポ

ーツ医の中でも専門が内科系、整形外科系など

得意分野が異なるので、提携医療機関を複数持

つ形で、提携医療機関の中で適宜相談できる形

で、運動療法を継続していくことが望ましい。

この場合においても、情報のやり取りを考える

と、健康運動手帳やアプリによる管理が望まれ

る。また、地域ごとに、運動・医療連携会議と

いったものを定期的に開設するなど、連携体制

の強化が望まれる。（ヒアリングした中では、

そのような体制づくりを推進しているところ

もあった。） 
医療機関併設型の場合は主にこちら(かかり

つけ医が健康スポーツ医)のタイプが当てはま

る。提携医療機関＝併設医療機関であり、必須

とされる健康スポーツ医がいるはずである。こ

の場合も、地域に開かれた指定運動療法施設で

あることが望ましく、近隣のかかりつけ医との

連携体制が望まれる。 
いずれの場合も、手続きの簡易化には、かか

りつけ医や健康スポーツ医の質の担保が必要

となる。指定運動療法施設の医療費控除制度運

用の改善とあわせて、パンフレットの配布や講
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習会実施等で情報発信していく必要がある。1）
で述べたかかりつけ医については、特に、日本

医師会の協力を仰ぎ、かかりつけ医向けの講習

会やかかりつけ医研修医制度の中でも知識を

深められる形にできるといいだろう。 
 
【医療費控除制度を活用した指定運動療法施

設利用の、患者へのメリット】 
医療費控除については、生計を共にする家族

の分を合算し、年に 10 万円以上 200 万円以内

の分を申請することができ、所得税が税率に応

じて控除される。住民税は所得に応じてかかっ

てくるので、その分も減額になる。例えば、月

に 8 回 1 年間、1 回の使用料が 2000 円として

計算すると、１年間の指定運動療法施設使用料

は、2000＊8＊12＝192000 円となる。税率にも

よるが、例えば概算の目的で単純に計算すると、

課税される所得が 695 万円をこえ 900 万円以

下の場合、所得税率が 23％となり 44160 円、

翌年の住民税が、例えば税率 10％であれば、

19200 円分の減額となり、合計で 63360 円の減

額となる、実際には、1 か月に 1 回の通院や処

方薬の費用等も含まれるため、スポーツジムに

通うのであれば、指定運動療法施設に通い、合

算して医療費控除申請をすることはメリット

になるであろう。生計を共にする家族の分も合

算されるため、例えば夫婦で運動療法の適用と

なる疾患で通院している場合、家族に別の疾患

でも医療費がかかっている場合など、今まで医

療費控除申請をしていなかった家庭の場合、合

算して医療費控除申請をすること自体がメリ

ットになる。介護費も負担分については控除対

象となる。                   

また、医療費控除の手続き自体の簡略化が近

年進んできており、今までは領収書がすべて必

要であったところが、2018 年度分からは「医療

費控除の明細書」ができ、領収書の提出が不要

となった。さらに保険者からの「医療費のお知

らせ」を提出すれば、明細書の提出も不要とい

うことである（国税庁ホームページ参照）。ま

た 2021 年からマイナンバー制度を活用するこ

とで、手続きがさらに簡素化されるということ

である（日経新聞 2019 年 4 月 12 日朝刊）。こ

の医療費控除手続き簡略化の動きは、マイナン

バー制度の活用推進を促すものであり、慎重に

考える利用者もいるとは思うが、マイナンバー

活用の推進と合わせ、啓発・周知していくのは

いい機会である。マイナポータルの活用により

PHR の利用が現実化してくれば、運動施設利用

もリンクし、先に述べた健康運動手帳（仮称）

の電子化による一元管理も可能となるであろ

う。 

所得の少ない高齢者については、医療費の負

担額が少ないため、医療費控除は、そのプロセ

スの割に大きなメリットにはならない可能性

がある。家族の医療費や介護費負担がある場合

は合算してメリットとなることがある。一方、

一定以上の収入のある者については後期高齢

者でも 3 割負担となり、所得税額自体も大きく

なるためメリットが大きい。 

適切な運動実施により、慢性疾患の重症化予

防やフレイル予防、ウェルビーイングの改善に

つながり、ひいては、健康寿命の延伸、医療費

軽減にもつながる可能性がある。医療費控除に

より、家族にかかる医療費・介護費を自覚し振

り返ること自体が、医療費・介護費を見直す契

機になることも期待できる。マイナーポータル

の活用により、各種手続きが簡略化されること

もメリットとなるであろう。 
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【運動施設のメリット】 
利用者が増えるということ、医療との連携の

もと安全・安心に運動療法の実施ができるのは

大きなメリットとなるであろう。 
また、現在研究班で標準プログラムを作成中

であり、来年度には、公表していくことが可能

となる。これらの活用もメリットとなるであろ

う。 
 

【医師へのメリット】 
指定運動療法施設とリンクし、運動療法を提

供することは、患者に安全・安心に運動療法を

行う場を提供することになる。患者増につなが

る最大のメリットとなり得る。 
指定運動療法施設への紹介・連携は、地域の 

中で医師としての役割を発揮することになり、

かかりつけ医や健康スポーツ医としての実績

として位置づけられる。健康スポーツ医制度や

かかりつけ医制度の認定更新の際にメリット

が得られるようにできるとよりよいと思われ

る。 
診療報酬としては、現存の生活習慣病管理料

や、2018 年の診療報酬改定で強化された、地域

包括診療料を活用することが考えられる。 
 
 

４）医療費控除のメリットを強調し、指定運動

療法施設利用を促す方法についての提案 
～医療費控除制度の周知・普及とその意義につ

いて～ 
 医療費控除制度の周知・普及をするにあたっ

て、特に指定運動療法施設の使用が望まれる集

団への到達(reach)と普及の方法について考察

したい。 
 
【健康状態・許容運動強度からみた運動環境の位

置づけ】 

 図７は利用者の健康状態と許容運動強度から

見た運動環境のイメージを示したものである
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（「健康スポーツ医学委員会答申 2016「国民が

運動・スポーツを通じて健康寿命を延ばすため

の仕組みづくり」を参考に著者が作成）。利用

者の健康状態のレベル（自己管理レベル（自由

に）、要保健指導レベル（要確認）、要医学的

管理レベル（監視下））により、危機管理レベ

ルは異なり、運動処方や監視型運動の必要性も

異なってくる。実際には各施設が明確に役割を

分担しているというよりは、互いに重なり合っ

て存在しているのが現状である。さらに、先述

の ACSM のメディカルクリアランスの考え方

にあるように、行う運動の方を制限することで、

安全に行える領域は増えてくる。行う運動が強

度の低いものであれば、開始の際の健康チェッ

クは簡便でもいい。運動未実施層については、

低強度短時間でもいいので、今より活動量アッ

プを図ることが重要である。集団全体への身体

活動促進を考える際には、無関心層も含め広く

皆がアクセスしやすい場（例えば住まいに身近

な場所での自主的な体操グループの醸成など）

を作り、日常生活レベルの強度の運動を気軽に

できるようにしていくことも重要である。 

一方で、より特化した運動を行うときには、

現在の健康状態（徴候や疾病の状況）を評価し

必要に応じてメディカルクリアランス、運動処

方、監視下での運動実施などに配慮する必要が

ある。そのためには、運動実施者本人のみなら

ず、運動施設や指導者、医療従事者等が広くこ

のような考え方を理解し、健康状態の変化も踏

まえ適切に対処できる仕組みが必要である。時

間的経過も含め、問診で確認できることは少な

くない。IT を活用すれば、回答に応じてより詳

細を質問することも容易に可能である。関連者

の間の情報共有ができると、地域全体への取り

組みとあわせ、運動施設や医療施設とも連携し

必要な人が適切なサービスを利用し、よりスム

ーズに安全に効率的に身体活動推進が可能と

なる（図８）。図９には身体活動・運動を進め

る仕組みづくりについて、Mina らの提案(17)を
参考に記載した。対象者の健康状態や現在の身

体活動量とあわせ、嗜好、現実的なリソースも
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鑑み、生活の中で行える身体活動をすすめるか、

より効果が期待できる特別な場所での運動療

法をすすめるか、選択肢は多様である。 
 
【ライフステージに応じたセッティング】 
これらの仕組みが実働することを考えるにあ

たり、ライフステージに応じたセッティングが

必要である。就労世代においては職域が、リ 
タイア後の高齢者においては地域が重要とな

る。これは、医療保険制度とも合わせて考える

とわかりやすい。 
保険者には 40－75 歳の被保険者・被扶養者

の特定健診および保健指導、データヘルス計画

が義務付けられている。保険者が被保険者の健

康増進・慢性疾患のコントロール・重症化予防

を推進する中で、日々の運動を行う場の選択肢

として、健康運動施設、指定運動療法施設の活

用が期待できる。例えば図 10 はデータヘルス

計画改訂版に示されたものである。この仕組み

の中で被保険者の状況に応じすすめることが

できる。健康増進施設は、疾病のない者、ある

いは、特に問題なく運動のできる者、指定運動

療法施設や医療法 42 条施設は、運動療法とし

て有疾患者を率先してすすめる場として適切

だろう（図７参照）。 
保険者、あるいは雇用者にとっては、被保険

者・被雇用者への健康投資となる。本人にとっ

ては、未来への投資であるとともに、直近では

医療費控除に活用することができる。運動・ス

ポーツとしての”楽しみ”も期待できる。 
保険者からの制度の周知、推進はお互いにと

ってメリットとなりうる。企業における健康経

営ともマッチする。健診・医療と運動施設をつ

なぐことで、被保険者の疾病重症化予防、ウェ

ルビーイングの改善、医療費抑制につながりう

る。健康経営、データヘルスとのコラボヘルス

がうたわれているが、社員のモチベーションア
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ップや企業の生産性向上にもつながり、その枠

組みともマッチするといえよう。 
 
【就労世代は職域・健康診断からのアプローチ】 
特に、医療費控除をメリットとして、指定運

動療法施設での運動をすすめるきっかけとし

て、健康診断とのリンクを提案する。40－75 歳

被保険者については、特定健康診査が保険者に

義務付けられている。特定健康診査後、すでに

疾患を持ち通院中の者については、特定保健指

導の対象にはならない。この中に、運動療法の

適応となる者が少なからず存在する。一般的な

身体活動の推進とともに、指定運動療法施設と

医療費控除の仕組みについて紹介する、近隣の

具体的な施設を紹介するといった方法をとる

ことは、具体的な運動実施につながり、各者に

とって有意義であろう。特に就労世代では、職

域での健康増進・健康管理とリンクして啓発・

利用促進が有効であろう。健診の際に、身体活

動量の把握、簡単な体力チェック、本人の行動

学的準備状況など確認し、メディカルクリアラ

ンスを記載するようにすれば、健康増進施設や

指定運動療法施設利用時の事前チェックの手

間が少なくなる。指定運動療法施設における医

療費控除のフローでいえば、図 3、図 4 のかか

りつけ医に繋ぐことができるであろう。 
 
【リタイア後の高齢者、特に後期高齢は地域・

かかりつけ医からのアプローチ】 
地域が生活の基盤となる高齢者においては、

地域包括ケアシステムもふまえた中で、かかり

つけ医との連携、自主的運動活動を基盤に必要

な人にさらに特化した運動療法を行う運動施

設としての指定運動療法施設を周知していく

必要があるだろう。 
75 歳以上の後期高齢者においては、健康診査

は後期高齢者医療広域連合が実施主体となり、

努力義務となる。平成 28 年度「高齢者の低栄
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養防止・重症化予防等の推進」に 係る事業（以

下「モデル事業」という。）の実施自治体から

提出されたデータによると、年１回以上医療を

受診している者が 95.4％、健診を受診している

者が 24.7％であったということである。何等か

医療機関を受診している者がほとんどであり、

フレイル対策も含め運動療法の選択肢の一つ

として、かかりつけ医からの指定運動療法施設

の推奨もありだろう。その場合、状況やリソー

ス、本人の嗜好により、より身近な地域におけ

る自主的なグループ運動の場の活用・連携、介

護予防事業や支援事業との連携も必要だ。 
指定運動療法施設での医療費控除制度活用

という意味では、一定以上の収入のある高齢者

層と所得の少ない高齢者層とそれぞれにター

ゲットを当てて周知する必要がある。所得の少

ない高齢者については、医療費の負担額が少な

いため、医療費控除が大きなメリットにはなら

ない可能性もあるため、家族の医療費や介護費

負担などの状況に応じてすすめる必要があろ

う。一定以上の収入のある高齢者層にとっては、

医療費も 3 割負担、所得税率も高くなっている

ため、医療費控除のメリットを強調し、指定運

動療法施設での運動をすすめることは、運動療

法実施のモチベーションになるかもしれない。 
 このような形でできるところから開始し、健

康増進施設や指定運動療法施設のメリットの

周知（利用者、運動施設、医療施設、行政や保

険者）や利用の促進を行っていくとともに、今

後継続的に、利用時のメリットをデータで示し

ていくことも重要であろう 
 
【情報の一元管理の必要性】。 
 今までにない仕組みとして、先述した健康運

動手帳（仮称）の共通化をすすめたい。特に、

医療費控除制度の簡便化に関連して記述した

マイナンバー制度の活用や保険者との連携に

よるデータヘルス、コラボヘルスの展開も期待

できる。健康増進施設や指定運動療法施設が共

通のプラットフォームを用いることで、疾患別

の運動療法の効果の検証、喫謹の課題である生

活習慣病重症化予防の効果の検証、就労世代で

の生活習慣予防等確実にデータを示していく

ことが可能となる。 
 
【医師へのメリットについての追加考察】 

医師がより大きなメリットを得るためには、

指定運動療法施設を活用した際の効果を実証

し、より強固なエビデンスをもとに、診療報酬

改訂の際に提案し、診療報酬に反映できるとい

い。 
地域包括診療加算の活用については、対象は

地域包括診療加算にかかわる施設基準を満た

したうえで届け出が必要であるが、かかりつけ

医強化につながり、かかりつけ医の役割の一部

として、必要な患者に適切な運動（身体活動）

を進めることは、理にかなっている。かかりつ

け医制度の推奨・啓発と並行して、運動療法の

場としての指定運動療法施設の活用を医師に

示していってはどうだろうか。 
一方、200 床以上の病院では、例えば生活習

慣病管理料は200床以上の診療所では非該当と

なり、診療報酬で運動療法を加算することは難

しい。より高度な運動処方への対応や、より強

度の高い運動を希望する場合など、機能を特化

し、自由診療の中で対処することで、地域の中

で一定の役割をもって、運動施設と連携可能と

考える。 
 
まとめ 

身体活動は多くの健康上の効果が認められ

ている(18-23)。にもかかわらず、不活動者は世

界的に増加している(23)。世界保健機構では、

2018 年 5 月の総会で、身体活動促進について

の合意が得られ、6 月には、”Global Action Plan 
on Physical Activity 2018-2030”が示された。
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(23) 身体不活動者を 2025年までに 10％、2030
年までに 15％減らすことを目的に、4 つの行動

目標、Create active societies, create active 
environments, create active people, create 
active systems とエビデンスのある、どの国で

も適用・応用可能な 20 の政策を示している。

これらは 2030 年の持続可能な開発目標

Sustainable Development Goals（SDGs）のう

ち 13 の領域と相互連携しており、その達成に

貢献し得る。すなわち、健康やスポーツ分野だ

けでなく、都市計画・交通・アカデミアほかが

協力して、社会としてシステム思考で実施して

いく必要がある。このような世界的な取り組み

を意識し、地域でもその発端を担う取り組みを

確実に行っていく必要がある。 
本稿では、特に指定運動療法施設の医療費控

除制度改善に向けての提案を目的とした。近年、

医療費控除申請自体が簡略化してきており、マ

イナンバー制度の活用推進も含め、積極的に推

進していくことは、個人へのインセンティブだ

けでなく、ほかの施策の推進への効果も含め、

有意義であると考えられる。重症化予防として

のエビデンスのある慢性疾患の運動療法の実

施分を医療費控除することは理にかなってお

り、長期的には、医療費軽減、健康寿命延伸に

つながるものと思われる。一方で、そのエビデ

ンスは並行して示していく必要があり、その意

味でもマイポ ータルで のデータ 活用や

Personal Health Record を活用した指定運動

療法施設や健康増進施設の共通のプラットフ

ォームの作成、データの活用、解析、効果検証

とフィードバックを継続的に実施していく必

要があろう。 
 
Ｅ．結論 
医療費控除の手続き自体が簡略化されてき

ている流れの中、指定運動療法施設における医

療費控除のフローを簡略化すること、指定運動

療法施設における医療費控除についての周知

を促進すること、指定運動療法施設自体を増加

させることが相互に効果を発揮し、短期的なメ

リットおよび、長期的には対象者のウェルビー

イングの改善・健康寿命の延伸、医療費慧眼が

期待できる。上記推進するとともに、並行して、

実際の効果を経年的に検証していく必要があ

る。 
 
 

Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記入 
 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
1） 小熊祐子. 厚生労働省認定運動型健康増進

施設・指定運動施設をきっかけに、スポー

ツ・運動・身体活動と医療との連携について

考える 2019.2 慶應義塾大学スポーツ医学

研究センター紀要 2017; . 
2） 小熊祐子、齋藤義信、田島敬之．がん患者サ

バイバーシップへの支援 がんサバイバー

の身体活動・運動と健康増進 日本健康教

育学会誌 27(1)109-114, 2019 
3） 小熊祐子、齋藤義信．健康長寿社会における

身体活動と健康－「ふじさわプラス・テン」

の取り組みを通して－ 予防医学 60，21
－25, 2019. 

4） 小熊祐子．健康開始前のスクリーニング 

誰が何をするのか 日本臨床運動療法学会

誌 in press. 
5） 小熊祐子、井上茂、永富良一  8．脳心血

管病の生活習慣の改善－運動療法 P1041-
1043、脳心血管病予防に関する包括的リス

ク管理チャート 2019 年版について 日内

会誌 108 (5) 1024-1070, 2019. 
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1) 小熊祐子、田島敬之、飯田健次、齋藤義信．

特定健診、人間ドック、アンチエイジング
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2018.5 
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健康教育、ヘルスプロモーションの評価か

ら得られること 身体活動促進のためのポ
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ス・テンの取り組み 日本健康教育学会第
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その他：暫定日本語訳  
Exercise is Medicine, “Health Providers’ 
Action Guide” 
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